ＢＩ論壇　　　　　　ＴＰＰとＡＳＥＡＮ＋３，＋６　（Ｎｏ．９）

（2011年11月20日）　　　　　　　　中川　　十郎

　11月19日までインドネシア・バリ島でＡＳＥＡＮ首脳会議、及びＥＡＳ（東アジア・サミット）が開催された。今年はＡＳＥＡＮが1967年に発足して44年目。ＥＡＳが05年に開始されてから6年目で、米国、ロシアが初めて参加し、ＡＳＥＡＮ10+8カ国のＥＡＳとなった。首脳宣言では広域経済統合にむけた努力の強化、海洋に関する国際法の遵守、平和的手段での紛争の解決などの方針が採択された。

　ＡＳＥＡＮ＋３，ＡＳＥＡＮ＋６の東アジア広域自由貿易圏の構築についても合意に達した。ＡＳＥＡＮ＋６は世界のＧＤＰの27％、（ＥＵは26％）人口は48％の約34億人を占める大きな経済圏となる。米国が主導するＴＰＰ（交渉中の9カ国ではＧＤＰ27％）は原則すべての物品の10年間での撤廃、21分野の規制緩和・撤廃など条件が極めて厳しい。　

しかしＡＳＥＡＮ+6では参加国が発展途上国も含め16カ国と多いため、ＴＰＰに比べ、関税などは、徐々に低減、削減していくこととなる。日本の通商戦略としてはまず、日中韓のＦＴＡの結成に努力すべきだ。あわせＡＳＥＡＮ＋6での自由貿易地域の結成をめざし、アジアでの地盤を固めてから、条件の厳しいＴＰＰへの関与を検討することが筋である。順序が逆で、条件の厳しいＴＰＰに飛びついているのは通商戦略上も問題だ。
　ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）の21カ国・地域では2020年ごろを目処に、ＦＴＡＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）結成を目指している。だが本年のハワイ・ホノルル会議ではＴＰＰが話題となり、ＦＴＡＡＰは影が薄かった。今後、経済発展が予想されるアジア太平洋地域には米国主導のＴＰＰとＡＳＥＡＮ主導のＡＳＥＡＮ＋６が並存することになる。ＡＳＥＡＮ＋６にはＡＰＥＣメンバーでないインドが参加するが、米国、ロシアは参加していない。従い米国はＴＰＰでアジアへの進出を狙い、2012年11月のＡＰＥＣ会議をウラジオで開催するロシアはＦＴＡＡＰの推進を図るものと思われる。

　最近、中国への対抗手段としてＴＰＰ論が出ているが、経済に政治、軍事を絡ませることは問題だ。米国はＮＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）をカナダ、メキシコとすでに結成済みで、またＥＵは27カ国の共同体を結成して経済協力を推進中だ。日本はアジアにありながら、日中韓はおろか、ＡＳＥＡＮとの自由貿易圏も構築していないのに、一足飛びに、太平洋をまたぎ、米国と協力し、厳しい条件のＴＰＰに力を入れることは本末転倒だと思われる。まずアジアでの足場を固めることこそ先決だ。先日、ＮＨＫで古川元久国家戦略大臣、山口壮・外務副大臣などのＴＰＰ論議を聞いたが、ＴＰＰへの日本の参加について確たる通商戦略がないことが浮き彫りになった。日本通商の将来について大いなる不安を感じた次第だ。
　日本ビジネスインテリジェンス協会は2012年1月から隔月で対外経済貿易大学・アジア経済共同体研究院と協力し、「ＴＰＰ，アジア経済共同体研究」を開始することになった。興味ある会員有志の参加を期待します。

（筆者は日本ビジネスインテリジェンス協会会長、元東京経済大学・愛知学院大学教授）
